
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [174,510円]

類似団体内順位

[ 55/77 ]

全国市町村平均

121,478
秋田県市町村平均

151,917

(円)

350,000

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

293,816

98,871

144,026

174,510

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [83.6]

類似団体内順位

[ 2/77 ]

全国市平均

97.4
全国町村平均

93.5
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

100.2

83.5

92.8

83.6

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [12.36人]

類似団体内順位

[ 60/77 ]

全国市町村平均

8.00
秋田県市町村平均

10.43

(人)

30.00

25.00

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

22.52

6.64

10.22

12.36

公債費負担の健全度
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類似団体内順位

[ 46/77 ]

全国市町村平均

462,447
秋田県市町村平均

566,806

(円)

2,500,000

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,770,669

186,099

457,169
548,955

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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五城目町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
◎財政力指数
   ここ３年間で連続した伸びを見せているが０．２７と類似団体平均を大きく下回っている。長引く景気低迷や災害などによる
減収を余儀なくされる中、徴収率の向上による歳入確保が重要課題となっている。また退職者不補充・組織機構の見直し等
による職員数の削減（５年間で約１５％減）、施設の管理運営体制の見直し（統廃合）など歳出削減に取り組んでいる。
◎経常収支比率
   歳入においては普通交付税、所得譲与税などの増が地方消費税交付金、臨時財政対策債などの減を上回り、歳出につ
いては物件費、公債費、維持補修費の減により、経常収支比率が０．３ポイントの減となった。しかし扶助費、補助費及び繰
出金は増加傾向にある。人件費については年々減少しているが比率は横ばいとなっている。前述同様、歳入の確保及び経
常経費の徹底した削減に努めている。
◎人口1人当たり人件費・物件費等決算額
  類似団体平均を上回っているのは、相対的な職員数の多さもあるが、単独消防にかかる人件費が主な要因となっている。
職員数、人件費とも年々減少しているが、今後は消防の広域化などにより更なる職員数の削減を図らなければならない。

◎ラスパイレス指数
   旧来からの給与体系により職員個々の指数にばらつきがあり、全体としても類似団体の中では最低水準に分類されている。
人件費削減に取り組んでいることもあり、指数の上昇はあまり見込めない状況である。
◎実質公債費比率
   建設事業事業が年々減少していることと、極力交付税参入のある起債を活用していることなどから、比率は全国平均に近い
数値となってる。今後大規模な事業を控えており、高利率地方債の借換等により比率の上昇を抑制していかなければならな
い｡
◎人口１人当たり地方債現在高
   近年大規模事業が少なかったわりには、人口減少などにより類似団体平均を上回っている。今後、大規模事業を予定してお
り、他事業における地方債の発行を抑制していかなければならない。
◎人口1,000人当たり職員数
   退職者不補充などにより職員数の削減を図ってきているが、単独消防をかかえていることもあり、類似団体平均を上回って
いる。今後も引き続き退職者不補充、消防の広域化などにより職員数を削減する。


